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令 和 ４ 年 度 宮 代 町 一 般 会 計 補 正 予 算（第７号） 

 

 

 

 令和４年度宮代町の一般会計の補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８１，８２７千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３，１７８，０７７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

（繰越明許費） 

第３条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することがで

きる経費は、「第３表 繰越明許費」による。 

 

 

 

 

 

 

 

  令和４年１１月２４日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井 康 之 

 

 

 

 

 

 

 





１　追　加 （単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

み や し ろ 議 会 だ よ り み や し ろ 議 会 だ よ り 印 刷
印 刷 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

会 議 録 調 製 等 会 議 録 調 製 等 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

寄 付 金 収 納 寄 付 金 収 納 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

基 幹 系 シ ス テ ム 電 算 処 理 基 幹 系 シ ス テ ム 電 算 処 理
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙 埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙
におけるポスター掲示場設置撤去 におけるポスター掲示場設置撤去
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙 埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙
における期日前投票事務従事者派遣 における期日前投票事務従事者派遣
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙 埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙
に お け る 選 挙 公 報 新 聞 折 込 に お け る 選 挙 公 報 新 聞 折 込
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙 埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙
に お け る 開 票 所 設 営 撤 去 に お け る 開 票 所 設 営 撤 去
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

税 金 収 納 税 金 収 納 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

宮 代 町 防 災 行 政 無 線 施 設 保 守 宮 代 町 防 災 行 政 無 線 施 設 の
業 務 委 託 契 約 保 守 業 務 委 託 に 要 す る 額

防 犯 灯 修 繕 工 事 及 び 防 犯 灯 修 繕 工 事 並 び に 設 置 、
設 置 工 事 等 単 価 契 約 撤 去 及 び 移 設 工 事 に 要 す る 額

町 営 駐 輪 場 管 理 町 営 駐 輪 場 管 理 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

ファミリー・サポート・センター ファミリー・サポート・センター
事 業 業 務 委 託 契 約 事 業 業 務 委 託 に 要 す る 額

緊 急 サ ポ ー ト 事 業 緊 急 サ ポ ー ト 事 業
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

子 ど も の 見 守 り 強 化 事 業 子 ど も の 見 守 り 強 化 事 業
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

町 立 み や し ろ 保 育 園 給 食 町 立 み や し ろ 保 育 園 給 食
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

健 康 診 査 健 康 診 査 電 算
電 算 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度
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（単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

定 期 予 防 接 種 定 期 予 防 接 種
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

妊 婦 健 康 診 査 妊 婦 健 康 診 査
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

宮 代 町 健 康 増 進 計 画 等 策 定 宮 代 町 健 康 増 進 計 画 等 策 定
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

新 し い 村 新 し い 村
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

宮 代 町 総 合 運 動 公 園 宮 代 町 総 合 運 動 公 園
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

学 校 給 食 学 校 給 食 業 務 委
業 務 委 託 契 約 託 に 要 す る 額

学 校 給 食 用 学 校 給 食 用 食 材 の
食 材 売 買 契 約 購 入 に 要 す る 額

学 校 給 食 用 学 校 給 食 用 牛 乳 の
牛 乳 供 給 契 約 購 入 に 要 す る 額

令 和 ５ 年 度 か ら
令 和 １ ４ 年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度
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（単位：千円）

款 事　　業　　名 金　　　　　額

第　 ３ 　表 　　　繰　越　明　許　費

項

53,1942 総 務 費 1 総 務 管 理 費 進 修 館 管 理 事 業
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令　和　４　年　度

宮代町一般会計補正予算（第７号）に関する説明書 



































給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

　※ 期末手当等は、通勤手当を含むものとする。

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　※ （　）内は、短時間勤務職員または会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時

　　勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしている。

（単位　千円）

共　済　費 備　　考

84

1,479,371

1,471,988

107,051

合　　計

283,133

△ 12,233

66,455

88,178

6,761

18,873

△ 130 239

0

25,994

00

0

88,547

369

369

16,228

33,835

54,343

369

計

0

報　　酬 給　　料 職員手当
区　　分

職員数
（人）

比
　
較

議　員

その他

0

0

0

町長等

職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

0

369

23,700

10,135 33,835

54,712

計

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

18,743 107,290

10,135

40,466

66,824

△ 130

0

△ 130

369

12,112

40,596

共　済　費 合　　計 備　　考

6,631

12,112

報　　酬 給　　料 期末手当等 計

17

23,700

38,484

3

14

23,700

38,484

23,700

補
正
前

計

15,859

26,363

17

3

14議　員

その他

町長等

区　　分

町長等

議　員

その他

補
正
後

計

212

7,3263,111

212

(196)
235,850

478,261

757,934

760,988

485,587 270,900

10,949

1,750,271

区　　分

補　正　後

区　　分

比　　　較

補　正　後

補　正　前

比　　　較
（0）

（196）

補　正　前

47,777 14,710

1,755,121

△ 4,850

期末手当

201,495

補　正　後

11,35447,941

0

14,526

△ 164

7,551

7,383△ 3,054

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

128,090

比　　　較

7,467

補　正　前

6,821

200,689

806△ 405

232,739

勤勉手当

184

121,269
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

　※ （　）内は、短時間勤務職員について外書きしている。

（単位　千円）

　※ 管理職手当等は、管理職員特別勤務手当を含むものとする。

イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

  ※ （　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める

　　職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしている。

（単位　千円）

520

△ 10,714 △ 6,534

48,340

備　　考
計

共　済　費

10,761

比　　　較 6,821

361,669

43,110

期末手当

368,203

合　　計

2,452

551

補　正　前

比　　　較

518

地域手当

31

補　正　後 2,483 43,630

補　正　前
（193）

232,739

比　　　較
（0）

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分

3,111
0

17
46,258

4,180

40,866 319,863

46,809
（193）

41,384
17

235,850

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

324,043 37,626補　正　後

報　　酬 給　　料 職員手当

補　正　前 121,269

補　正　後 128,090

区　　分 勤勉手当

157,579

比　　　較 △ 195 184 84 △ 405 286

補　正　後 45,294 14,710 7,551 10,356 157,865

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 地域手当 扶養手当 住居手当 通勤手当

補　正　前 45,489 14,526 7,467

3,203 △ 1,519 1,684比　　　較
（0）

△ 3,572 6,775
0

1,152,125 234,793 1,386,918補　正　前
（3）

720,122 432,003
195

1,155,328 233,274 1,388,602補　正　後
（3）

716,550 438,778
195

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

給　　料 職員手当 計

期末手当
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（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定に伴う増額 会計年度任用職員以外

増減分 改定率

会計年度任用職員

改定率

その他の 育児休業等に伴う減額

増減分

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定に伴う手当額の 会計年度任用職員以外

増減分 変更による増額 地域手当

期末手当

勤勉手当

会計年度任用職員

地域手当

期末手当

千円 千円

その他の 育児休業等に伴う減額 会計年度任用職員以外

増減分 及び支払い実績に伴う増額 地域手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

期末手当

職員手当 7,326 1 7,741

説　　　　　明 備　　　　　考

32

△ 415

520

31

184

310△

405

84

△

増　減　額

6,821

区　　分

給 料

区　　分

115

254

備　　　　　考

△ 3,054 1 2,270

2

増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明

増減額の増減事由別内訳

1.27 ％

0.31 ％

2 △ 5,324
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（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

　※ （　）内は再任用職員の支給率である。

令和4年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額
改正後

区　　　　　　　　　　分 一般職員

円

310,340

改正前 348,420 円

円

改正前 309,366

42.10 歳

円

4.40 （2.30）

平均給与月額
改正後 349,452

区　　分
支給期別支給率

支給率計 （月分）

平　均　年　齢 本年度

6月 （月分） 12月 （月分）

改　正　後 2.150 （1.125） 2.250 （1.175）

改　正　前 2.150 （1.125） 2.150 （1.125） 4.30

比　　　較 0.00 (0.00) 0.10 (0.05) 0.10 (0.05) -

有

（2.25） 有

職制上の段階、職務の
級等による加算措置
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（令和４年度に係る分）

み や し ろ 議 会 だ よ り み や し ろ 議 会 だ よ り 印 刷
印 刷 業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

会 議 録 調 製 等

業 務 委 託 に 要 す る 額

寄 付 金 収 納 寄 付 金 収 納

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

基 幹 系 シ ス テ ム 電 算 処 理 基 幹 系 シ ス テ ム 電 算 処 理

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙 埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙

に お け る 期 日 前 投 票 事 務 に お け る 期 日 前 投 票 事 務

従 事 者 派 遣 業 務 委 託 契 約 従事者派遣業務委託に要する額

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙 埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙

における選挙公報新聞折込 における選挙公報新聞折込

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙 埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙

に お け る 開 票 所 設 営 撤 去 に お け る 開 票 所 設 営 撤 去

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

税 金 収 納 税 金 収 納 業 務

業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

宮代町防災行政無線施設保守 宮 代 町 防 災 行 政 無 線 施 設
業 務 委 託 契 約 保 守 業 務 委 託 に 要 す る 額

防 犯 灯 修 繕 工 事 並 び
に 設 置 、 撤 去 及 び 移
設 工 事 に 要 す る 額

町 営 駐 輪 場 管 理 町 営 駐 輪 場 管 理 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

期        間
事         項

会 議 録 調 製 等
業 務 委 託 契 約

限    度    額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額

金  額

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙
に お け る ポ ス タ ー 掲 示 場
設置撤去業務委託に要する額

埼 玉 県 議 会 議 員 一 般 選 挙
に お け る ポ ス タ ー 掲 示 場
設 置 撤 去 業 務 委 託 契 約

防 犯 灯 修 繕 工 事 及 び
設 置 工 事 等 単 価 契 約

ファミリー・サポート・センター
事 業 業 務 委 託 契 約

ファミリー・サポート・センター
事 業 業 務 委 託 に 要 す る 額
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（単位：千円）

一般財源

限 度 額 限 度 額

に 同 じ に 同 じ

限 度 額

に 同 じ

同 上 同 上

令 和 ５ 年 度

地方債

左   の   財   源   内   訳

その他期        間
国　県
支出金

同 上

当該年度以降の支出予定額

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

特    定    財    源

金  額

同 上

同 上

同 上 同 上

限 度 額 か ら
左記特定財源を
控 除 し た 額

令 和 ５ 年 度

同 上

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

同 上

同 上

同 上

同 上同 上

子ども・子育て
支援交付金交付
要綱に基づく額

同 上

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度 同 上
限 度 額 か ら
左記特定財源を
控 除 し た 額

国会議員の選挙等
の執行経費の基準
に関する法律に準
じて算出される額

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

同 上 同 上

同 上 同 上

令 和 ５ 年 度 同 上 同 上

同 上

同 上

同 上
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（令和４年度に係る分）

妊 婦 健 康 診 査 妊 婦 健 康 診 査
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

新 し い 村 新 し い 村
指 定 管 理 料 管 理 運 営 に 要 す る 額

緊 急 サ ポ ー ト 事 業
業 務 委 託 契 約

緊 急 サ ポ ー ト 事 業
業 務 委 託 に 要 す る 額

金  額
限    度    額

子 ど も の 見 守 り 強 化 事 業
業 務 委 託 に 要 す る 額

宮 代 町 総 合 運 動 公 園
指 定 管 理 料

宮 代 町 総 合 運 動 公 園
管 理 運 営 に 要 す る 額

健 康 診 査 電 算 委 託 契 約 健康診査電算委託に要する額

子 ど も の 見 守 り 強 化 事 業
業 務 委 託 契 約

前年度末までの支出見込額

学 校 給 食 業 務
委 託 契 約

学 校 給 食 業 務
委 託 に 要 す る 額

期        間

学 校 給 食 用 牛 乳
供 給 契 約

学 校 給 食 用 食 材
売 買 契 約

学 校 給 食 用 牛 乳 の
購 入 に 要 す る 額

学 校 給 食 用 食 材 の
購 入 に 要 す る 額

宮代町健康増進計画等策定
業 務 委 託 契 約

宮代町健康増進計画等策定
業 務 委 託 に 要 す る 額

事         項

町 立 み や し ろ 保 育 園 給 食
業 務 委 託 契 約

町 立 み や し ろ 保 育 園 給 食
業 務 委 託 に 要 す る 額

定 期 予 防 接 種
業 務 委 託 契 約

定 期 予 防 接 種
業 務 委 託 に 要 す る 額
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（単位：千円）

一般財源

限 度 額

に 同 じ

令 和 ５ 年 度 同 上

同 上

令 和 ５ 年 度 同 上

感染症予防事業費
等国庫負担（補
助）金交付要綱
に 基 づ く 額

令 和 ５ 年 度 同 上

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

同 上

その他

令 和 ５ 年 度

国　県
支出金

金  額

同 上

同 上

同 上

同 上

同 上
令 和 ５ 年 度 か ら
令和１４年度まで

限 度 額 か ら
左記特定財源を
控 除 し た 額

期        間

保育園給食負担金
及び保育園給食費
保護者負担金と
して収入される額

学校給食徴収金
と し て 収 入
さ れ る 額

令 和 ５ 年 度

同 上

地方債

令 和 ５ 年 度 同 上

同 上

同 上

同 上

限 度 額 か ら
左記特定財源を
控 除 し た 額

特    定    財    源

限 度 額 か ら
左記特定財源を
控 除 し た 額

同 上

限 度 額
に 同 じ

令 和 ５ 年 度

同 上

当該年度以降の支出予定額

児童虐待・DV対策等
総 合 支 援 事 業 費
国 庫 補 助 金 交 付
要 綱 に 基 づ く 額

左   の   財   源   内   訳

子ども・子育て
支援交付金交付
要綱に基づく額

令 和 ５ 年 度 同 上同 上

令 和 ５ 年 度 同 上
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（　附　　予　算　説　明　書　）

令　和　４　年　度

宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）
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令和４年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 

 

 令和４年度宮代町の国民健康保険特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３２９千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ３，８７８，１８５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和４年１１月２４日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井 康 之 

 

 

 

 

 

 

 

 





１　追　加 （単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

国 民 健 康 保 険 税 収 納 国 民 健 康 保 険 税 収 納
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ５ 年 度
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令　和　４　年　度

宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）に関する説明書 











給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

　※（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める

　　職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしている。

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

補　正　後

比　　　較

4,936

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

職員数
（人）

勤勉手当職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分

3

3,494

180

1,210

(20)

地域手当

補　正　前

給　　料 職員手当
区　　分

職員数
（人）

(20)

5
補　正　後

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　酬

5,847

期末手当

共　済　費 備　　考合　　計
計

6,567

3,314

16

1,207

△ 11 208

区　　分

補　正　後 5 19,108 10,686

合　　計

35,672

区　　分 地域手当

比　　　較 3 6 180

備　　考
給　　料 職員手当 計

29,794 6,086 35,880

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費

比　　　較 0 30 189 219

補　正　前 5 19,078 10,497

3,494

補　正　前 1,207 4,303 3,314

19,108 11,313 36,268

19,078 35,934

期末手当 勤勉手当

29,575 6,097

4,920

42,835

324

42,511
5

比　　　較
(0)

105
0

補　正　前 5,742

199 334

6,57711,114

△ 1030

補　正　後 1,210 4,309
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イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

　※（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める

　　職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしている。

（単位　千円）

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定に伴う増額 改定率

増減分

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定に伴う手当額の 会計年度任用職員以外

増減分 変更による増額 地域手当

期末手当

勤勉手当

会計年度任用職員

期末手当

区　　分

増　減　額 増減額の増減事由別内訳

増　減　額 増減額の増減事由別内訳

180

備　　　　　考

6

備　　　　　考

区　　分

給 料 1 30 0.15 ％

区　　分

0

(20)

0
627

10

(0)

6,359 480

説　　　　　明

3

説　　　　　明

115 1

職員手当 199 1 199

0

30

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

補　正　後
(20)

5,847 0 6,474 481 6,955

補　正　前 5,742 0 617 6,839

比　　　較 105 0 10 116

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

期末手当

補　正　後 627

補　正　前 617

比　　　較 10
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（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

区　　　　　　　　　　分 一般職員

令和4年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額
改正後 319,280 円

改正前 318,800 円

平均給与月額
改正後 361,269 円

改正前 360,760 円

平　均　年　齢 本年度 45.4 歳

区　　分
支給期別支給率

支給率計 （月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置6月 （月分） 12月 （月分）

改　正　後 2.150 2.250 4.40 有

改　正　前 2.150 2.150 4.30 有

-比　　　較 0.00 0.10 0.10
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（令和４年度に係る分）

国民健康保険税収納 国民健康保険税収納
業 務 委 託 契 約 業務委託に要する額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

前年度末までの支出見込額
事         項 限    度    額

期        間 金  額
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（単位：千円）

一般財源

限 度 額 限 度 額
に 同 じ に 同 じ

地方債

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

特    定    財    源

その他

令 和 ５ 年 度

当該年度以降の支出予定額
左   の   財   源   内   訳

期        間 金  額
国　県
支出金
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令　和　４　年　度

宮代町介護保険特別会計補正予算（第３号）

（　附　　予　算　説　明　書　）
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令和４年 度 宮代 町 介護 保 険特 別 会計 補 正予 算（第３号） 

 

 

 

 令和４年度宮代町の介護保険特別会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４６１千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ３，３２４，６５３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和４年１１月２４日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井 康 之 

 

 

 

 

 

 





１　追　加 （単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

高 齢 者 等 介 護 用 品 支 給 高 齢 者 等 介 護 用 品
業 務 委 託 契 約 支 給 業 務 委 託 に 要 す る 額

高 齢 者 等 給 食 配 食 高 齢 者 等 給 食 配 食
サ ー ビ ス 業 務 委 託 契 約 サービス業務委託に要する額

地 域 介 護 予 防 活 動 支 援 地 域 介 護 予 防 活 動 支 援
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

介 護 予 防 普 及 啓 発 介 護 予 防 普 及 啓 発
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

在宅医療・介護連携拠点設置 在宅医療・介護連携拠点設置
運 営 等 業 務 委 託 契 約 運営等業務委託に要する額

生活支援コーディネーター 生活支援コーディネーター
（地域支え合い推進員） （ 地 域 支 え 合 い 推 進 員 ）
活 動 業 務 委 託 契 約 活 動 業 務 委 託 に 要 す る 額

認知症初期集中支援チーム 認知症初期集中支援チーム
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

緊 急 時 通 報 シ ス テ ム 緊 急 時 通 報 シ ス テ ム
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

介 護 保 険 料 収 納 介 護 保 険 料 収 納 業 務
業 務 委 託 契 約 委 託 に 要 す る 額

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度
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令　和　４　年　度

宮代町介護保険特別会計補正予算（第３号）に関する説明書 













給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

※（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める

　　職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしている。

（単位　千円）

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

0
352 456

(0)
△ 133△ 92

7,1199,455

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

9,453

118

区　　分

323

補　正　前 10,979 42,481 25,635 14,120 93,215

比　　　較 △ 8 △ 39 △ 2 392

勤勉手当

補　正　前 2,692

93,538

7,511

1,530

13,987

比　　　較 0 △ 92 343

2,684 1,491

251

地域手当 扶養手当 期末手当

△ 133

補　正　後

補　正　前 11 42,481 25,230 67,711 14,120 81,831

補　正　後 67,962

共　済　費
給　　料 職員手当 計

13,987

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
合　　計 備　　考

81,94911 42,389 25,573

期末手当

7,511

勤勉手当

3927

9,860

△ 39

1,5302,692

△ 8

補　正　前

比　　　較

196

79,551

(12)

補　正　後

区　　分

1,491

79,095

補　正　後 11,175

2,684

42,389 25,987

11

比　　　較

地域手当 扶養手当

職員数
（人）

(12)

11

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計報　　酬 給　　料 職員手当
共　済　費 備　　考合　　計

7,119

9,867

区　　分
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イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

※（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の

　　一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしている。

（単位　千円）

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定に伴う増額 改定率

増減分

その他の 育児休業等に伴う減額

増減分

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定に伴う手当額の 会計年度任用職員以外

増減分 変更による増額 地域手当

期末手当

勤勉手当

会計年度任用職員

期末手当

千円 千円

その他の 育児休業等に伴う減額 会計年度任用職員以外

増減分 地域手当

扶養手当

期末手当

備　　　　　考増　減　額

増　減　額

給 料 0.09

区　　分

職員手当

区　　分

6

備　　　　　考

％

2 △ 130

増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明

△ 92 1 38

2 △ 58

352 1 410

39

△ 8

3

392

△ 11

△

区　　分
職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
共　済　費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

補　正　後
(12)

11,175 0 414 11,589 0 11,589
0

補　正　前
(12)

10,979 0 405 11,384 0 11,384
0

比　　　較
(0)

196 0 9 205 0 205
0

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分 期末手当

補　正　後 414

補　正　前 405

比　　　較 9

増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明

9
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（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

区　　　　　　　　　　分 一般職員

令和4年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額
改正後 324,018 円

改正前 323,736 円

平均給与月額
改正後 366,137 円

改正前 365,839 円

改　正　後 4.40

区　　分

平　均　年　齢 本年度 46.9 歳

比　　　較 0.00 0.10

改　正　前 有

支給期別支給率
支給率計 （月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置6月 （月分） 12月 （月分）

2.150 2.250

0.10 -

有

2.150 2.150 4.30
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（令和４年度に係る分）

高齢者等介護用品支給 高齢者等介護用品支給

業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

高 齢 者 等 給 食 配 食

サービス業務委託契約

地域介護予防活動支援

業 務 委 託 契 約

介 護 予 防 普 及 啓 発

業 務 委 託 契 約

緊 急 時 通 報 シ ス テ ム

業 務 委 託 契 約

認 知 症 初 期 集 中 支 援
チ ー ム 業 務 委 託 契 約

認知症初期集中支援チー
ム業務委託に要する額

地域介護予防活動支援
業 務 委 託 に 要 す る 額

介 護 予 防 普 及 啓 発
業 務 委 託 に 要 す る 額

在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携
拠 点 設 置 運 営 等
業 務 委 託 に 要 す る 額

在 宅 医 療 ・ 介 護 連 携
拠 点 設 置 運 営 等
業 務 委 託 契 約

生活支援コーディネー
ター（地域支え合い推進
員）活動業務委託契約

生活支援コーディネー
タ ー （ 地 域 支 え 合 い
推 進 員 ） 活 動
業 務 委 託 に 要 す る 額

事         項 限    度    額
期        間 金  額

前年度末までの支出見込額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

高齢者等給食配食サービ
ス業務委託に要する額

介 護 保 険 料 収 納
業 務 委 託 契 約

介 護 保 険 料 収 納
業 務 委 託 に 要 す る 額

緊 急 時 通 報 シ ス テ ム
業 務 委 託 に 要 す る 額
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（単位：千円）

一般財源

同 上

令 和 ５ 年 度 同 上 同 上 同 上

令 和 ５ 年 度 同 上 同 上 同 上

令 和 ５ 年 度 同 上 同 上

同 上

地域支援事業交
付要綱及び埼玉
県地域支援事業
交付金交付要綱
に基づき交付さ
れ る 額

令 和 ５ 年 度 同 上 同 上

同 上

令 和 ５ 年 度

特    定    財    源

期        間 金  額
国　県
支出金

当該年度以降の支出予定額
左   の   財   源   内   訳

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

同 上 同 上 同 上

地方債

限 度 額 か ら
左記特定財源
を控除した額

その他

同 上

限 度 額
に 同 じ

同 上

令 和 ５ 年 度

令 和 ５ 年 度

限 度 額
に 同 じ

令 和 ５ 年 度 同 上

同 上令 和 ５ 年 度 同 上 同 上
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令　和　４　年　度

宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

（　附　　予　算　説　明　書　）



－85－ 

令和４年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

 

 

 令和４年度宮代町の後期高齢者医療特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３４千円を減額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ６２８，１５５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

 

 

 

 

 

  令和４年１１月２４日提出 

 

                      宮 代 町 長  新 井 康 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





１　追　加 （単位：千円）

事　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　度　　　　額

後期高齢者医療保険料収納 後期高齢者医療保険料収納
業 務 委 託 契 約 業 務 委 託 に 要 す る 額

第　 ２ 　表 　　　債　 務 　負　 担　 行　 為　 補　 正

令 和 ５ 年 度
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宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）に関する説明書 

令　和　４　年　度











給　　与　　費　　明　　細　　書

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定に伴う増額 改定率

増減分

その他の 育児休業等に伴う減額

増減分

（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定に伴う手当額の 地域手当

増減分 変更による増額 期末手当

勤勉手当

その他の 育児休業等に伴う減額 地域手当

増減分

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

△ 8

2

補　正　前 660 2,384 1,888

備　　考

0.05 ％

勤勉手当

△ 35

16,832

△ 24 △ 11

20,260

1

3,428

補　正　後 653

区　　分 地域手当

比　　　較 △ 7 2 102

期末手当

3

0

3

給 料

102

備　　　　　考

2,386 1,990

区　　分

職員手当

16,808 3,417 20,225

補　正　前 10,984 5,848

区　　分 共　済　費 合　　計
報　　酬 給　　料

職員数
（人） 計

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

職員手当

補　正　後 10,863 5,945

区　　分 備　　　　　考

比　　　較 △ 121 97

増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明

△ 121 1 7

2 △ 128

増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明

97 1 105

2 △ 8
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（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　期末手当及び勤勉手当

区　　　　　　　　　　分 一般職員

令和4年12月1日

現　　　　　　　　在

平均給料月額
改正後 309,700 円

改正前 309,533 円

平均給与月額
改正後 328,282 円

改正前 328,105 円

平　均　年　齢 本年度 46.3 歳

区　　分
支給期別支給率

支給率計 （月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置6月 （月分） 12月 （月分）

改　正　後 2.150 2.250 4.40 有

改　正　前 2.150 2.150 4.30 有

-比　　　較 0.00 0.10 0.10
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（令和４年度に係る分）

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

後期高齢者医療保険料
収 納 業 務 委 託 に
要 す る 額

事         項 限    度    額

後期高齢者医療保険料
収 納 業 務 委 託 契 約

期        間 金  額

前年度末までの支出見込額
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（単位：千円）

一般財源

限 度 額 限 度 額

に 同 じ に 同 じ

の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

左   の   財   源   内   訳

金  額
国　県
支出金

地方債

令 和 ５ 年 度

特    定    財    源

その他期        間

当該年度以降の支出予定額
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